
第
十
六
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
な
お
そ
の
効
力
を
有
す
る
も
の
と
さ
れ
た
平
成
十
三
年
厚
生
農
林
統
合
法

附
則
第
二
条
第
一
項
第
四
号
に
規
定
す
る
昭
和
六
十
年
農
林
共
済
改
正
法
附
則
第
十
条
の
規
定
に
基
づ
き
当

該
老
齢
等
年
金
給
付
の
支
給
が
停
止
さ
れ
て
い
る
こ
と
。

そ
の
効
力
を
有
す
る
も
の
と
さ
れ
た
平
成
十
三
年
厚
生
農
林
統
合
法
附
則
第
二
条
第
一
項
第
四
号
に
規
定
す

る
昭
和
六
十
年
農
林
共
済
改
正
法
附
則
第
十
条
の
規
定
に
基
づ
き
当
該
老
齢
等
年
金
給
付
の
支
給
が
停
止
さ

れ
て
い
る
こ
と
。

三
〜
五

（
略
）

三
〜
五

（
略
）

（
施
行
法
第
十
三
条
第
五
項
の
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
要
介
護
旧
措
置
入
所
者
）

（
施
行
法
第
十
三
条
第
五
項
の
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
要
介
護
旧
措
置
入
所
者
）

第
百
七
十
二
条
の
二

第
八
十
三
条
の
五
、
第
八
十
三
条
の
六
（
第
一
項
第
六
号
を
除
く
。）、
第
八
十
三
条
の
七

及
び
第
八
十
三
条
の
八
の
規
定
は
、
施
行
法
第
十
三
条
第
五
項
の
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
要
介
護
旧
措
置
入

所
者
（
同
条
第
三
項
に
規
定
す
る
要
介
護
旧
措
置
入
所
者
を
い
う
。）に
つ
い
て
準
用
す
る
。
こ
の
場
合
に
お
い

て
、
次
の
表
の
上
欄
に
掲
げ
る
規
定
中
同
表
の
中
欄
に
掲
げ
る
字
句
は
、
そ
れ
ぞ
れ
同
表
の
下
欄
に
掲
げ
る
字

句
に
読
み
替
え
る
も
の
と
す
る
。

第
百
七
十
二
条
の
二

第
八
十
三
条
の
五
、
第
八
十
三
条
の
六
（
第
一
項
第
六
号
を
除
く
。）、
第
八
十
三
条
の
七

及
び
第
八
十
三
条
の
八
の
規
定
は
、
施
行
法
第
十
三
条
第
五
項
の
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
要
介
護
旧
措
置
入

所
者
（
同
条
第
三
項
に
規
定
す
る
要
介
護
旧
措
置
入
所
者
を
い
う
。）に
つ
い
て
準
用
す
る
。
こ
の
場
合
に
お
い

て
、
次
の
表
の
上
欄
に
掲
げ
る
規
定
中
同
表
の
中
欄
に
掲
げ
る
字
句
は
、
そ
れ
ぞ
れ
同
表
の
下
欄
に
掲
げ
る
字

句
に
読
み
替
え
る
も
の
と
す
る
。

第
八
十
三
条
の
五

（
略
）

（
略
）

第
八
十
三
条
の
五

（
略
）

（
略
）

第
九
十
七
条
の
三
に
お
い
て
同
じ
。）

が
課
さ
れ
て
い
な
い
者
又
は
市
町
村

の
条
例
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
当

該
市
町
村
民
税
が
免
除
さ
れ
た
者

（
当
該
市
町
村
民
税
の
賦
課
期
日
に

お
い
て
同
法
の
施
行
地
に
住
所
を
有

し
な
い
者
を
除
く
。
同
条
に
お
い
て

同
じ
。）で
あ
り
、
か
つ
、
当
該
要
介

護
被
保
険
者
及
び
そ
の
者
の
配
偶
者

が
所
有
す
る
現
金
、
所
得
税
法
（
昭

和
四
十
年
法
律
第
三
十
三
号
）
第
二

条
第
一
項
第
十
号
に
規
定
す
る
預
貯

金
、
同
項
第
十
一
号
に
規
定
す
る
合

同
運
用
信
託
、
同
項
第
十
五
号
の
三

に
規
定
す
る
公
募
公
社
債
等
運
用
投

資
信
託
及
び
同
項
第
十
七
号
に
規
定

す
る
有
価
証
券
そ
の
他
こ
れ
ら
に
類

す
る
資
産
の
合
計
額
と
し
て
市
町
村

長
が
認
定
し
た
額
（
第
九
十
七
条
の

三
第
一
号
に
お
い
て
「
現
金
等
」
と

い
う
。）が
、
次
の
イ
か
ら
ホ
ま
で
に

掲
げ
る
区
分
に
応
じ
、
当
該
イ
か
ら

ホ
ま
で
に
定
め
る
額
以
下
で
あ
る
も

の

）
が
課
さ
れ
て
い
な
い
者
又
は
市
町

村
の
条
例
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り

当
該
市
町
村
民
税
が
免
除
さ
れ
た
者

（
当
該
市
町
村
民
税
の
賦
課
期
日
に

お
い
て
同
法
の
施
行
地
に
住
所
を
有

し
な
い
者
を
除
く
。）

除
く
。
同
条
に
お
い
て
同
じ
。）で
あ

り
、
か
つ
、
当
該
要
介
護
被
保
険
者

及
び
そ
の
者
の
配
偶
者
が
所
有
す
る

現
金
、
所
得
税
法
（
昭
和
四
十
年
法

律
第
三
十
三
号
）
第
二
条
第
一
項
第

十
号
に
規
定
す
る
預
貯
金
、
同
項
第

十
一
号
に
規
定
す
る
合
同
運
用
信

託
、
同
項
第
十
五
号
の
三
に
規
定
す

る
公
募
公
社
債
等
運
用
投
資
信
託
及

び
同
項
第
十
七
号
に
規
定
す
る
有
価

証
券
そ
の
他
こ
れ
ら
に
類
す
る
資
産

の
合
計
額
と
し
て
市
町
村
長
が
認
定

し
た
額
が
二
千
万
円
（
当
該
要
介
護

被
保
険
者
に
配
偶
者
が
な
い
場
合
に

あ
っ
て
は
、
一
千
万
円
）
以
下
で
あ

る
も
の

除
く
。）

イ

第
一
号
被
保
険
者
（
ホ
に
掲
げ

る
者
を
除
く
。
ロ
及
び
ハ
に
お
い

て
同
じ
。）で
あ
っ
て
、
次
の

か

ら

ま
で
に
掲
げ
る
額
の
合
計
額

（
ロ
及
び
ハ
に
お
い
て
「
公
的
年

金
等
の
収
入
金
額
等
」
と
い
う
。）

が
百
二
十
万
円
を
超
え
る
場
合
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